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　3）生産力の発展による（一般的）利潤率の低下と上昇
　資本制生産の下では，社会的総資本における生産力の水準は，長期的傾向
性において上昇を実現して行くのであり，そのような生産力の発展傾向が一
般的利潤率の低下を引き起こすことになるのである。それ故，「法則」そのも
のは「矛盾を孕んだ法則」であるとしても，その「矛盾」が逢坂氏のように
資本蓄積の長期的傾向性と循環的変動という二様の動態をそれ自身の論理的
展開のうちに含むものとして規定されるならぽ，長期的過程において結果と
してのみ達成されるものとしての一般的利潤率の低下によって循環的過程に
おける過剰生産と恐慌が惹起されるものとして論定されることになるのであ
る。その際，逢坂氏は，「法則」そのものの論定とは全く相違して，「生産力
の増進が利潤率の低下ならぬその上昇をもたらすような諸関係」（［5］163
頁）が惹起されることを問題とされるのである。そのことは，「資本価値量の
加速的増大」が「生産力の増進に基く利潤率の上昇とそれによって促される
資本の蓄積という事態をr直接』の契機として生じうる」（［5］163頁）とい
うことである。かくて，逢坂氏は，「法則」にとってそのような生産力の増減
と利潤率の上昇という「矛盾した関係」が如何に生じるかを解明することこ
そが問題であるとされるのである。
　ところで，逢坂氏は，生産力の上昇の現実的過程を考察する場合には，そ
の生産力の上昇が資本価値に与える影響を明確にするために，社会的総資本
を「生産力の発展度に差異のある」（［5］194頁）ものとして「新・旧両資
本」を区別する必要があるとされる。社会的総資本を生産力の発展を現実に
担うところの「革新的資本群」と，旧来の生産力を維持したままでいるとこ
ろの「既存資本群」とに二大分類するということである。諸資本が生産力の
発展，新鋭の機械設備の導入を図るものと，旧態依然とした生産力基盤にお
いて生産を行うものとに区別されるということである。それ故，「生産力発
展の現実的過程」＝「諸資本の競争」編においては，「革新的資本群」と「既
存資本群」との対抗関係において生産力の発展がどのように表わされるかが
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問題にされることになるのであり，「新・旧両資本群の生産力格差を巡る競
争」の過程，従って，「追加的新資本群と既存資本群とが生産力の発展を巡っ
て直接競争し合っている事態」（［5］164頁）を解明することが必要とされる
のである。
　そこでの問題は，社会的総資本を「生産力格差」の基準において「革新的
資本群」と「既存資本群」とに分類され，それらが「諸資本の競争」編にお
ける運動主体とされていることにある。逢坂氏の所説においては，「生産力
格差」＝資本構成の相違を基準にして資本分類を行なったことによって，
「諸資本の競争」とは新鋭の機械設備の導入を巡る競争に還元されることに
なってしまったのである。しかし，「諸資本の競争」とは，そのような生産過
程における機械設備の導入を巡る諸資本の直接的対立のみを問題にするもの
ではない。「諸資本の競争」という主題は，資本蓄積論にのみ固有の課題では
なく，再生産論においても，利潤論においても展開を必要とする課題なので
ある。例えば，再生産表式論の基礎範疇は，財が再生産過程において如何に
機能するかに対応して生産財と消費財とに区別され，その再生産的に相違す
る二財を生産するものとして生産部門が二大生産部門に分割されるというこ
とであった。再生産論における「諸資本の競争」とはこの二部門間に関わる
ものとして問題にされる必要があるのである。又，利潤論においては市場価
格範疇によって，従って，市場価格，市場利潤率の循環的変動機構の問題解
明が「諸資本の競争」の主要な課題とされねばならないのである。そこでの
競争の主体は，二大生産部門を基礎にして新鋭の機械設備の導入に対しての
対処の仕方，その能力によって区別されねぽならないものといえよう。差し
当たりは，資本規模の大小といったものがその基準とされうるのである。
　逢坂氏は，「生産力格差」を基準にして分類された「革新的資本群」と「既
存資本群」とが競争の主体であるとされたことによって，以上のような「諸
資本の競争」の論理構造把握への道を閉ざすと共に，従来とも「競争論」と
して問題にされてきた市場価格範疇における産業循環過程の分析の成果をも
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排除されることになったのである。
　ここで，この節の本題に入ろう。逢坂氏は，「現実の活況局面」を想定する
ならば，そこでは「生産力の増進と利潤率の上昇という特別な関連」（［5］
165頁）の存在を言うことができる。即ち，社会的総資本における生産力の上
昇は，一般的利潤率について低下と上昇の相反する傾向を引き起こすという
ことである。しかし，そこでは資本蓄積の長期的過程を考察することと「現
実の活況局面」を考察することとの間に全く理論的相違がないものと理解さ
れているのである。「現実の活況局面」を想定して資本蓄積の動態を問題に
することによってのみ，恐慌と過剰生産の発生を解明することができるので
あるが，そのことは，長期的な資本蓄積過程から産業循環の局面分析へと考
察対象を転換するということを意味しているのである。この考察対象の転換
ということは，当然，理論的前提も変更するということであり，それは，利
潤率の動態について，一般的利潤率の運動から市場利潤率の変動へと考察を
転換させるということである。
　これに対して，逢坂氏は，産業循環の局面分析においても一般的利潤率の
運動を考察しようとされているのであり，それ故に，「生産力の増進が利潤
率の上昇をもたらす」という命題を新たに設定される必要があったのであ
る。しかし，その命題は，「革新的資本群が漸次量的に膨張しながら生産する
特別剰余価値とその一層の増大は利潤率を高める要因として作用する」
（［5］196頁）ということを仮定することによって帰結されたのである。個
別資本における生産力の上昇によって創出される特別剰余価値の増大が一般
的利潤率の上昇をもたらすものとして作用するということであり，そのよう
な仮定を置くことによって，好況過程に限定されるとはいえ社会的生産力の
発展による一般的利潤率の上昇という命題が設定されることになっているの
である。しかし，個別資本において生み出された特別剰余価値が社会的総資
本における一般的利潤率を上昇させるという仮定は，逢坂氏の言い方になぞ
らえれば1論証抜きで密輸入された単なる前提でしかない」（［5］474頁）と
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いうことなのである。
　この生産力の上昇による一般的利潤率の上昇という命題について，ここで
は，差し当たり次の二点を指摘しておく。第一は，「現実の活況局面」におい
て個別資本において行なわれる新鋭の機械設備の導入によって上昇する利潤
率とは，一般的利潤率のことではなく，市場利潤率のことである。例外的に
高い生産力を持つ資本が特別剰余価値を生産することによって，或は，不変
資本諸要素の価値減少を媒介にして上昇せしめる利潤率とは一般的利潤率の
ことではなく，市場利潤率のことなのである。既存資本による旧来の生産力
水準とそれに規定された価値体系を基礎とすることによってのみ，生産力を
増大せしめた「革新的資本群」は，特別剰余価値を創出し，超過利潤を取得
することができるのである。旧来の生産力水準が一定である限り，それに
よって規定される一般的利潤率の水準も一定であるとされねばならないので
ある。一定期間，社会的に支配的な生産力水準が一定のままであり，一般的
利潤率の水準が変らないからこそ，その期間中に，個別資本におけるより高
い生産力の導入によって特別剰余価値の発生を論定することができるのであ
る。逢坂氏においては，「革新的資本群」という個別資本における生産力の発
展が同時に社会的な生産力の発展を意味するものとされているのであり，個
別資本における生産力の発展と社会的総資本における生産力の発展とを区別
することなく，同一視されてしまっているのである。個別資本における生産
力の発展は，産業循環の過程において惹起されていくものとして想定されね
ばならないのである。これに対して，社会的総資本における生産力の発展
は，産業循環の一周期を通して循環的変動の一定期間の結果を通して達成さ
れていくのである。「現実の活況局面」では，個別資本が特別剰余価値，超過
利潤を求めて新鋭の機械設備の導入を図ることが問題なのであるが，現実に
行なわれる生産力の発展とは，この個別資本における新鋭の機械設備の導入
の運動によるもののみである。
　第二は，第一の問題点とも関係することであるが，特別剰余価値の生産は
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一般的利潤率を高めるものとしては作用しないということである。一般的利
潤率を形成する価値体系とは，逢坂氏の指摘される既存資本群によって維持
されている生産力体系のことなのであるが，その既存資本群における生産力
体系の変化が生じなければ，一般的利潤率の水準も変化しないのである。
「ある期間」生産力体系が一定なものとして維持されるが故に，例外的に高
い生産力による特別剰余価値の生成を論定することができるのである。特劉
剰余価値の生成に関わる生産力の上昇とは個別資本におけるものであり，社
会的総資本におけるものではない。一般的利潤率の水準を規定する生産力体
系を一定として想定しながら，一般的利潤率それ自体の上昇を論定するとい
ケことは一般的利潤率の概念規定そのものに反するものである。そのような
混乱が生じたのは，「現実の活況局面」という産業循環の局面についての考
察であるにもかかわらず，資本蓄積の長期的傾向過程において規定される一
般的利潤率の運動を問題にしょうとしたことによるのである。産業循環の局
面分析においては，一般的利潤率とは区別されるものとしての市場利潤率の
運動が問題にされねばならないのである。市場利潤率を問題にするからこ
そ，特別剰余価値の創出を論定することができ，その特別剰余価値（＝超過
利潤）を創出することのできた資本が，市場価格が急落するような場合でも
市場利潤率を増大させ，恐慌，不況局面を通して資本として生き延びること
ができるのである。
　ところで，逢坂氏は，一般的利潤率の低下をもたらすような生産力の上昇
は，絶えず生じるものではなく，「ある期間」は一定であり，その期間の全体
を通しての結果において生産力の上昇が生じるとされている。
　「新たな生産方法の生みだす生産力は，……『そのまま』直ちに，又は
オートマティックに諸商品の価値関係に影響を及ぼすわけではなく，『ある
期間』じつに様々な市場態様と競争態様の変化に媒介されながら，最終的に
　ノは『価値革命』というドラスティックな激変を経た後に，諸商品の『社会的
価値』に変化と変更を強制する」（［5］441頁）。「社会的総資本にとって，そ
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の有機的構成の高度化という一大変化が生じるまでには，又は生じるために
は，社会的再生産の諸条件を基礎とした上で，諸資本の競争と動態の過程が
『ある期間』にわたって経過し，介在し，存続しなければならないからであ
る」（［5］579頁）。
　ここでの「ある期間」とは，極めて曖昧であるが，それは正しくは産業循
環の一周期のこととして理解されねばならないものである。又，新鋭の機械
設備の導入が直ちに社会的総資本の生産力水準の上昇をもたらすものではな
いということには異論がない。唯，逢坂氏は，その見解を常に堅持されてい
るとは限らないのである。その見解が忘れ去られたところに理論的混乱が生
じたものといえよう。
　ところで，産業循環の一周期において，価値関係はrr価値革命』というド
ラスティックな激変」を経るのであるが，その結果として社会的総資本の生
産力の上昇が達成されることになるのである。その点を理論的根拠とするが
故に，産業循環の局面分析に際して，社会的総資本の生産力水準は一定とさ
れるのである。これに対して，個別的諸資本における生産力の上昇，新鋭の
機械設備の導入は，特別剰余価値の追求を目的として行なわれるものであ
り，市場価格と市場利潤率の水準に大きく関わりをもつのである。資本制生
産の下では，市場利潤率という現象的要因によって規制される個別資本にお
ける生産力の上昇を通して，結果として社会的総資本における生産力の発展
が可能であるという関係が存するのである。それ故，逢坂氏が「長期的動態
因」としての生産力の発展が現実的な競争過程において個別資本の動態を直
接的に規定するものと想定されているのは，「長期的動態因」としての生産
力の発展とは社会的総資本におけるものであることからすれば明らかに個別
資本と社会的総資本とにおける生産力の発展の区別を無視したものである。
資本制生産の下では，社会的総資本が何等かの意志において生産力を発展さ
せるということは想定されえないのである。社会的総資本における生産力の
発展とそれをもたらすものとしての個別資本の運動に関わる資本蓄積の現実
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的機構とは明らかに相違しているのであるが，このような生産力の発展を二
様のものにおいて区別し，その関連を解明することを通して構造的分析と動
態的分析の関連をいうことができるのである。「生産力の発展の特殊歴史的
な性格」（［5コ580頁）を論定することは，資本制生産の一般的考察において
は不可欠な課題である。然るに，そのような特殊性は社会的総資本における
生産力の発展においても個別資本における生産力の発展においても論定され
ねばならないことである。社会的総資本における生産力の発展と個別資本に
よる新鋭の機械導入とにおける対立的性格に生産力発展の「特殊歴史性」を
求めることは誤りである。
　　　　　　　　　　　ヨ　資本蓄積の現実的過程とは，生産力の発展にそくしていうならば「諸資本
の相互の苛烈な抗争と角逐を通して既存の生産力を犠牲にし，また破壊する
tとによって，これを駆逐していく過程」（〔5］197頁）であるが，それは同
時に高い生産力をもつものとして導入された新鋭の機械設備が新たに社会的
に支配的な生産力体系として規定される過程でもある。資本制生産の下でめ
生産力の発展は，それが無政府的であるが故に現実的には「既存の生産力」
の破壊と駆逐の強制を伴なうことにおいてのみ行なわれるのである。そこに
社会的総資本における生産力の発展が理論的には無限界であるとされなが
ら，「特殊歴史的な性格」の押印されたものとされうる根拠が存するのであ
る。これに反して，「既存の生産力」の強制的破棄ということがなければ，そ
して個別的に導入された新鋭の機械設備が直接的に社会的生産力を高めると
いうような場合には，そのような計画的経済の下における社会的生産力の変
化は，資本制生産におけるように段階的，間詰的なものとしてではなく，連
続的に生じて行くものとされるのである。（11）ところで，逢坂氏は，次のよう
（11）逢坂氏は，次のように社会的総資本における生産力の発展が結果としてのみ達成され
　ることは認められるのである。「剰余価値の生産と最高の利潤の取得が直接の目的であ
　り，かつ推進動機であることはいうまでもないが，しかしそのための手段が社会的生産
　力の発展を結果的にもたらすならば，逆にこの結果を基準にして新旧両資本群の性格
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に好況期において個別資本において新鋭の機械設備が急速に導入され，生産
力の上昇が急速度に達成されていくとされているのである。
　「資本の本性が最高度に発揮されるのは『利潤の獲得が確実になる』好況
期であり，この時期にこそ，資本は己の合理性を最大限に追求して，内発的
革新を遂げようと全ゆる努力を惜しまない」のであるが，この「内発的革新
を刺激するのが特別利潤の追求」であり，「その意味では，この好況期こそ，
別名，特別利潤期」ということができるのであり，それ故，「資本の内発的競
争が熾烈に展開し，資本の全ての能力と合理性が遺憾なく発揮されて活気盗
れる疾風怒濤の季節である。これに反して不況期の競争は，むしろ外圧的で
強制的な性格を帯びる」（［5］577～8頁）とすることができる。
　ここで，逢坂氏は，「利潤の獲得が確実になる」ということに，資本が「全
ての能力と合理性」を発揮する根拠が存するとされ，「革新的資本群」におけ
る生産力の急速な上昇が達成されることになるとされているのである。しか
し，この「利潤の獲得が確実」であるということにおいては，少なくとも平
均利潤率の入手が可能であることを意味しているものとすれぽ，そのような
好況期においては，諸資本は，あらゆる冒険と危険を冒して新鋭の機械設備
を導入するとは想定されえないものといえよう。平均利潤率の存在が前提さ
れているような状況において，諸資本の競争は「資本家階級的友愛の実践」
（Kap．3．281）としての作用を果たすのである。それは，諸資本が自己の生存
を堵して行う競争とは別の様相を呈するものといえよう。そのような場合，
旧来の生産力水準のもとで生産拡大が行なわれるものと想定されるのであ
とその存在意義が明らかにされてしかるべきであろう」（［5］137頁）。そこでの問題
は，その結果として達成された生産力水準が「新旧両資本群の性格」を規定する「基
準」としての意義をもつとされていることである。新旧の資本の「性格」を規定するも
のは，結果としての生産力水準そのものではなく，その生産力を基礎とする一般的利潤
率の水準なのである。前回の周期において確立された一般的利潤率の水準が今回の産
業循環運動において資本を資本として規定する「基準」としての意味をもつことになる
のである。
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る。旧来の機械設備の資本においても平均利潤率が取得されうるからこそ，
新鋭の機械設備は導入され難いのである。平均利潤率が確保されるにも関わ
らず，蓄積部分とはいえ持続的に生産力を高めていくとすることは想定され
難いものといえよう。これに対してr恐慌から不況局面にかけて，諸資本の
競争が「敵対する兄弟の争い」に転化し，「損失の他への転嫁」を巡って，
「力と知恵の問題」が決定的になるのであり，それ故，そこでは，「各個の資
本家の利害と資本家階級の利害の対立が本性を現わす」（Kap．3．282）とされ
るのである。不況期の競争が「外圧的で強制的な性格」を呈するものである
からこそ，諸資本は，市場価格の暴落によって低落した市場利潤率を高め，
資本としての維持を図ろうとするのであり，規模の大なる資本は，新鋭の機
械設備の導入によって特別剰余価値を創出して，その没落の脅威から脱出
し，それによって生き残りを図ろうとするのである。損失の発生が一定量以
上になり，最低の再生産費である費用価格すら回収できなくなれぽ，そのよ
うな資本は，過剰な資本として規定されることになるのである。損失が大量
に発生するような状況の下では自らを過剰資本に転化せしめ，再生産過程か
ら脱落して行くのか，その損失を他に転嫁することによって生き延びること
ができるかという問題が惹起されることになるのであるが，そのような資本
にとって最も厳しい状況の下においてこそ新鋭の機械設備の導入が積極的に
行なわれることになるのである。少なくとも，新鋭の機械設備の導入に対し
て外的強制力が最：も強く作用する不況局面において，その導入が集中するも
のといえよう。
　4）既存資本の潜在的「減価」と「事実上の減価」
　資本価値の「減価」は，社会的生産力の発展によってのみならず，市場価
格の下落によっても惹起される。しかし，この二要因は，資本蓄積の運動の
問題としては，全く別のものである。社会的生産力の発展は，資本蓄積の長
期的過程に関わる要因であり，市場価格の下落は，資本蓄積の短期的過程に
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関わる要因である。過剰生産と恐慌の問題に関わる資本価値の「減価」は，
市場価格の下落によって惹起されるものである。この資本価値の「減価」を
惹起する二要因が理論的性格を異にするのに対応して，資本価値の「減価」
も二様のものに区別されねばならないのである。
　ところで，マルクスは，資本価値の「減価」について次のように指摘して
いる。
　「既存資本の周期的減価は，利潤率の低下を止めて新資本の形成による資
本価値の蓄積を促進するための，資本主義的生産様式に内在する手段である
が，この減価は，資本の流通・再生産過程がそのなかで行なわれる与えられ
た諸関係を掩乱し，従って生産過程の突然の停滞と恐慌とを伴うのである」
（Kap．3．278　）．
　ここでは，「既存資本の周期的減価」そのものが如何なる原因によって惹
起されるかについては指摘されていないのであるが，それを別とすれば，既
存資本の「減価」は，一方では資本蓄積を促進し，他方では再生産過程の撹
乱を惹起するということである。恐慌によって「減価」を強制された生産手
段は物的諸要素としては何等の影響も受けない場合には，別の資本家の下で
ヨリ安価な生産手段として機能することができるのであるが，そのことは生
産力水準は変わらないままで，資本構成の比率を低下せしめ，利潤率の上昇
をもたらすことになる。生産手段価値の「減価」が費用価格の縮小として作
用するために，利潤率が上昇するのであり，それ故，資本蓄積が促進される
ことになるのである。これに対して，引用の後半では，「減価」が恐慌を「伴
なう」とされているのである。この指摘だけからは，「減価」が恐慌の「動
因」として規定したものか，或は，恐慌の随伴現象として指摘したものであ
るかは判断しえない。しかし，両者の内のいずれとして理解するかというこ
とは，理論的には重要な意味をもつのである。それはともかく，資本価値の
「減価」が資本蓄積を促進するものとして作用するか，或は，再生産過程の
掩乱を惹起するものとして作用するかのいずれであろうと，そのような「減
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価」は，循環過程において惹起されるものであり，それ故，市場価格の急落
によって強制される「減価」である。ここでのマルクスの「減価」について
の言及は，長期的動因としての生産力の発展によって惹起されるもののこと
ではなく，産業循環過程における問題に関わることなのである。
　ところで，逢坂氏の所説におけるキイ・ワードは，資本価値の「減価」に
ついての特殊な規定にあるともいえるのである。逢坂氏は，資本蓄積の動態
に一定の作用を及ぼすものとしての「既存資本の周期的減価」とは，社会的
生産力の発展によってもたらされるものであるとされ，その「減価」の再生
産過程に及ぼす作用が全く対立的な性格におけるものとして把握されること
から，既存資本の「減価」は，r利潤率に対し或は生産力の発展に対しても，
互いに対抗し合って作用する二重の『能因』として基本的に規定されねばな
らぬ」（［5］174～5頁）とされるのである。資本価値の「減価」が，一方
では，「利潤率低下を『緩慢』にして資本価値の蓄積を促進するための手段」
として作用し，かくして，生産力の発展に刺激を与えることになるのであ
り，他方では，「資本の流通・再生産過程の与えられた諸関係を掩乱」するよ
うな利潤率の低下，しかも「突然の低下」を引き起こし，従って，「生産過程
の突然の停滞や恐慌」をさえ誘発して，結局は「生産力の不当な破壊や蕩尽
に導く」ものとして作用するという対立的な二側面をもつということであ
り，逢坂氏は，これを「減価の対抗的な二重性」とされたのである。
　かくて，逢坂氏は，「既存資本の減価」の問題にとって「最も重要で決定的
な論点は，このr減価』が要するに，労働の社会的生産力の発展に起因した
『生産過程を通じての資本の価値喪失』であることを認め，従ってこのr減
価』を恐慌の積極的な動因とみるか，或は逆に，恐慌によって強制される既
存資本のr突然の暴力的な価値喪失』と解して，これを恐慌のいわぽ結果現
象とみるか，という問題の理解如何に帰着するといってよい」（［5］213～
4頁）とされるのである。換言すれば，旧来の生産手段価値の「減価」してい
くことが，一方では「恐慌の動因」として作用すると同時に，他方では恐慌
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の「結果現象」（［5］214頁）としても規定されるということである。このう
ち，逢坂氏が特に問題にされるのは「恐慌の動因」としての「減価」であ
り，それ故，「『既存資本の周期的減価』がいかなる意味で恐慌の現実的契機
や『二二』であるのか」という問題こそ「最も困難な問題」（［5］175頁）で
あるとされるのである。
　ここでの問題は，生産手段価値の「減価」が社会的生産力の上昇によって
のみ惹起されると想定されていることについてである。「過剰資本」の淵源
を生産力の発展によって惹起される既存資本における潜在的「減価」に求め
るということこそ，逢坂氏の所説の立脚点を成すものであるが，長期的過程
の要因としての社会的生産力の発展によって短期的過程における「過剰資
本」，恐慌が発生するものとして理解されていることに方法論上の問題が存
するのである。
　逢坂氏は，「生産力の発展による既存資本の『減価』問題を基礎にしてはじ
めて，本来的な『資本過剰』の問題が，……競争論の一環として展開できる
ことになる」（［5］229頁）とされている。ここでの「生産力の発展による既
存資本の『減価』」とは，資本蓄積の長期的過程に関わるものである。資本価
値の「減価」を惹起するものとしての生産力の発展とは，社会的総資本にお
けるもののことであり，個別資本におけるもののことではない。これに対し
て，「競争論」における問題とは，個別資本の自立的運動を主題とする資本蓄
積の循環的過程に関わるものである。即ち，逢坂氏は，長期的過程における
資本制生産の発展要因によって短期的な循環過程の動態を問題にしょうとさ
れているのである。そこでは，両者が区別されることなく論じられているこ
とが問題なのである。資本価値の「減価」とは，長期的には生産力の上昇に
よってもたらされるものであるが，短期的には，従って，産業循環の局面に
おける問題としては，市場価格の下落によって強制されるものである。逢坂
氏は，この二要因のうち生産力の上昇という長期的な要因によって惹起され
る資本価値の「減価」のみを問題にされ，その長期的過程における要因を産
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業循環の局面分析の問題解明に導入されているのである。
　社会的生産力の発展によって惹起される資本価値の「減価」が「恐慌の動
因」であることが論定されるためには，一定の理論的媒介項が必要なのであ
るが，逢坂氏ぽ，そのようなものとして潜在的「減価」という概念を新たに
設定されているのである。逢坂氏は，資本価値の「減価」を「現実的，具体
的な態様」（［5］175頁）において研究することが必要であるとされ，そのた
めに「減価」概念を潜在的「減価」と「事実上の減価」とに区別されるので
ある。既存資本が潜在的に「減価」するということは，生産力の発展を現実
に担う新たな資本群の増大が，旧来の生産力のまま未だ維持されている既存
資本群の価値に対して「価値喪失」を潜在的に引き起こすということであ
る。一方で旧来の生産手段の下で生産が行なわれており，他方で生産力の上
昇を意味する新鋭の機械設備が導入されるならば，前者の生産手段価値が潜
在的に「減価」することになるということである。既存資本の「減価」が
「深層で未だ潜行していて顕在化しない」ということであり，その限りでは
「依然として既存資本の最高度の価値としてr維持』され『減価していない
資本価値』として観念される」（［5］176頁）とされるものである。個別資本
によって導入される新鋭の機械設備とは，直接的に社会的生産力の水準を引
き上げるものでないとはいえ，いずれ社会的生産力水準を規定することにな
るのである。かかる意味において，個別資本における生産力の発展とはい
え，旧来の支配的な生産力水準を維持している既存資本価値の「減価」に関
連することになるとされうるのであるが，このようないずれは旧来の生産手
段の「事実上の減価」が不可避であることを意味するものとして，「減価」が
潜在的に進行するとされているのである。
　これに対して，「旧資本の事実上の減価」とは，「実際には，恐慌の渦中で
諸資本のr闘争』を通して強制される資本のr価値破壊』やr遊休化』とし
て現象する」（［5］！76頁）とされるものである。既存資本の潜在的「減価」
が恐慌の際の「競争戦」を通して，その一部が「旧資本」・「古い価値」と
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して「破壊」され「遊休化」されることになるのであるが，それが「事実上
の減価」として規定されるものである。この場合，恐慌を通して使用価値破
壊を伴なわなければ，その「減価」した生産手段は費用価格の低下をきたし
たことを意味するものであり，それ故，その「減価」した生産手段を利用す
る資本は，市場利潤率を上昇させることになるのである。「事実上の減価」が
利潤率の上昇をもたらすというのはこの意味においてであり，逢坂氏の誤解
されているように一般的利潤率の上昇のことではないのである。
　かくて，逢坂氏は，既存資本の潜在的「減価」の発生とそれが「事実上の
減価」として顕在化するに至る過程について，次のように要約されている。
　「革新的資本群」において生産力の三農が達成されることによって，「既存
資本群」において潜在的に「減価」が発生し，それが「堆積」していくこと
になるのであるが，しかし，「やがてこの過程は，前者（革新的資本群）の量
的拡大が後者（既存資本群）に対して決定的な破壊力となってr事実上の減
価』を強制することにより，遂には質的な転換を遂げていく」（［5］197頁）
ことになる，即ち，「加速的蓄積過程では利潤率の低下と上昇という矛盾し
たダイナミックな運動のうちに，既存資本の『減価』を累積させていく」
（［5］179頁）のであり，「潜行する『減価』の累積が『資本の流通・再生産
過程の諸関係』によって画された一定の限界を超えて顕在化したとき」
（［5］176頁）に，既存資本は「事実上の減価」を蒙る。
　ここで，「革新的資本群」における生産力の発展によって既存の資本価値，
特に旧来の生産手段の価値が潜在的に「減価」し，しかもその潜在的「減
価」が「堆積」し，「累積」するとされていること，更には，潜在的「減価」
を「事実上の減価」に転化せしめる要因が「革新的資本群」におけるより一
層の生産力の発展であるとされていること，これらの点が問題であるといえ
よう。まず指摘しておかねばならないことは，逢坂氏が強調されている既存
資本が潜在的に「減価」するということは，実体的には生産力の上昇を行な
わなかった既存の資本が特別剰余価値を生産しえないということなのであ
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る。潜在的「減価」とは既存資本が超過利潤を取得しえないということを別
に表現したものにすぎないのである。それ故，潜在的「減価」の「堆積」と
か「累積」ということは，具体的な内容としては既存資本が特別剰余価値を
生産しえないという状況が益々強まるということであり，「革新的資本群」
が益々多くの特別剰余価値を生産するようになるということに他ならないの
である。換言すれば，既存資本の潜在的「減価」の「累積」とは，「既存資本
群」と「革新的資本群」との間の生産力格差がより一層強まるということを
表現しているということである。「革新的資本群」における急速な生産力の
発展，従って，蓄積部分における資本構成の高度化の進展の生じるというこ
とが，既存資本の潜在的「減価」の「累積」とされることの実体なのであ
る。それ故，資本構成の高度化を伴う蓄積が行なわれ，特別剰余価値が創造
されるような資本蓄積の過程を想定して好況過程の考察が行なわれるものと
すれぽ，既存資本の潜在的「減価」という新たな概念規定の積極的意義は何
かということが改めて問題とされねばならないのである。好況過程の機構が
特別剰余価値の創造として従来とも議論が展開されてきたのであるが，逢坂
山の所説はそのような議論に潜在的「減価」の概念を導入し，より議論を混
乱させることになったのである。
　逢坂氏において，既存資本の「減価が潜在的であるとされるのは，総資
本にとっての「社会的価値」の体系が新たな生産方法の導入に伴ってはその
つど自動的に変化しないと想定されていることによるものである。「社会的
価値」体系に変化のないある一定期間の問は，既存資本もなお充分にその価
値を維持し，平均利潤率を取得することができるのであり，未だ「減価」し
た生産手段として現われるに至らないのであるが，生産力を上昇させていな
く，特別剰余価値を生産しえないという点において，そのような既存資本
は，いずれは過剰資本として整理される運命にあるということを含意するも
のとして，旧来の生産手段価値が潜在的に「減価」しているとされるのであ
る。その限りでは，潜在的「減価」において何等かの理論的に意味のある規
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定が示されているわけではないのである。
　次いで，逢坂氏は，潜在的に「減価」した既存資：本がその後「過剰資本」
として「一旦転倒的に現われる」（［5］443頁）ことになるとされる。換言す
れば，恐慌期に過剰資本として整理，淘汰される資本とは好況期に新鋭の機
械設備を導入しえなかった資本であるということを論定するために，既存資
：本の「減価」が潜在的に進行するものとして想定されたということである。
然るに，過剰資本に転化し，整理され，淘汰されて行くものが，潜在的に
「減価」した既存資本であるとすれぽ，好況過程で生産力の上昇を果たしえ
なかった資本が恐慌期において整理され，淘汰されるということにすぎない
のである。
　ところで，「革新的資本群」における生産力の上昇，従って，資本蓄積部分
における資本構成の高度化によって旧来の生産手段価値が潜在的に「減価」
すると規定しだとしても，好況期の蓄積機構の解明に際してなにほどかの意
味をもつわけではないが，その当否は別としても旧来の生産手段の「事実上
の減価」が顕在化し，「価値破壊」が強制されるのは，恐慌の際の「競争戦」
を通してであり，それ故，恐慌論研究の主題の一つがこの「競争戦」を如何
に理論的に構成するかに求められることにもなったのである。逢坂氏は，そ
のような「競争戦」とは，「革新的資本群」と「既存資本群」との新鋭の機械
設備の導入を巡る生産過程における直接的な競争関係であるとされるのであ
る。しかし，「価値破壊」の強制を伴なう「競争戦」においては，夫々の資本
が生産した商品価値の実現が問題なのである。生産された商品価値が社会的
にどの程度の大きさとして評価されるかということを巡って，諸資本の競争
が現実的に展開されるのである。例えば，好況過程の末期において，夫々の
生産手段によって生産された商品の市場価格が暴落したような場合には，生
産力の上昇を果たしえた「革新的資本群」は，超過利潤を入手するために平
均利潤率水準における市場利潤率を取得できるのに対して，「既存資本群」
は，平均利潤率以下の市場利潤率しか取得できないのであり，それ故，それ
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は資本としては過剰として規定され，整理（＝「価値破壊」）されることにな
るのである。結論的に言えば，市場機構を媒介として，生産力の上昇によっ
て惹起された一商品当りに体化される社会的必要労働時間の大きさの変更が
恐慌を通しておこなわれていくのであるが，その際に旧来の生産手段の価値
の「事実上の減価」が強制されることになるのである。「価値破壊」の強制を
解明するためには，実現過程による媒介を不可避とするのである。
　逢坂氏においては，新鋭の機械設備が導入されるならば，既存の生産手段
価値が潜在的に「減価」するとされているのであるが，しかし，それは，生
産力の発展によって商品価値，社会的必要労働時間が減少するということを
如何に顕在化させるかという問題に還元されるのである。新たな機械によっ
て生産された商品価値が，旧来の機械によって生産された商品価値を強制的
に低落せしめるのであるが，そのような生産力の発展による商品価値の低下
の過程を如何に展開するかということが問題なのである。この点に関連して
参考にすべきことは，マルクスがr資本論』第1部の第1章において次のよ
うに指摘していることである。
　「例えば，イギリスで蒸気織機が採用されてからは，一定量の糸を織物に
転化するために，恐らく以前の半分の労働で足りたであろう。イギリスの手
織工はこの転化に実際は相変わらず同じ労働時間を必要としたのであるが，
彼の個別的労働時間の生産物は，今ではもはや半分の社会的必要労働時間を
表わすにすぎなくなり，従って，それの以前の価値の半分に低落したのであ
る」（Kap．1．43）。
　ここでは，一部の織工が蒸気織機というより高い生産性の機械設備を採用
することによって織物の生産において生産条件の激変が惹起されるのである
が，そのことによって織物という同一量の生産物が「半分の社会的必要労働
時間」を表わすにすぎなくなり，「それ以前の半分の価値に低落」したとされ
ているのである。手動織機によって生産された織物の価値に比して，蒸気織
機によって生産された織物の価値が半分に低落することによって，前者の織
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物の価値も半分に低落することが強制されるのであり，手動織機による織工
は，より小なる価値しか増殖しなかったことになるということである。その
際，生産力の上昇を意味する蒸気織機の新たな採用によって，既存の生産手
段である手動織機の価値が潜在的に「減価」せしめられるということが逢坂
山の主張される内容である。その際，手動織機の潜在的「減価」を規定する
ことによって価値量規定の変更される過程が機構的に明らかにされうるかと
いうことが問題なのである。
　ここで，手動織機によって生産された織物1ヤールが10労働時間を体化し
ているとしても，蒸気織機によって生産された同じ量の織物が5労働時間し
か体化していないものとしよう。蒸気織機が導入されたとしても1ヤールの
織物が依然として10労働時間の価値におけるものとして評価される場合，そ
れは，旧来の生産力水準が維持され，価値体系が変らないということであ
る。高い生産力水準の機械が採用されてもそれが直ちに社会的生産力水準を
上昇させるものではないからである。この時，蒸気織機を利用する生産者
は，実際には1ヤールの織物に5労働時間しか体化させていないにもかかわ
らず，社会的には10労働時間の商品として評価されるので特別剰余価値を取
得することができるのである。その場合，手動織機による織工は旧来と同じ
価値量（平均利潤率）を取得しているのである。逢坂氏は，この間の事情を
現わすものとして，手動織機の価値が潜在的に「減価」することになり，そ
の潜在的「減価」が「堆積」して行くとされたのである。しかし，そこで手
動織機の価値が潜在的に「減価」していると言ったところで，蒸気織機に
よって特別剰余価値が生み出されるということ以上に何かが明らかにされる
というわけではないのである。これに対して，1ヤールの織物が5労働時間
の価値におけるものとして評価されるようになるのは，蒸気織機という新た
な生産力水準が社会的に支配的なものとなり，恐慌によって手動織機が整理
され，淘汰されたためなのであり，それ故，価値体系の変更が惹起されたと
いうことを意味しているのである。手動織機によって生産された織物は半分
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の価値に低落したのであり，その生産物の価値低落を通して手動織機は，生
産手段としては機能しえないものとして強制的に破棄されることになるので
あり，事実上「減価」したことが明確になるのである。ここで，蒸気織機と
いう高い生産力：水準の機械設備の導入によらて，手動織機は強制的に破棄さ
れ，整理されることになるのであるが，そのような機械設備の新旧の交代，
支配的生産力水準の変化ということは，直接的に行なわれるのではなく，
夫々の機械によって生産される商品の価値量規定という媒介を通してのこと
なのである。商品価値の実現過程を媒介として，新たに導入された機械設備
が社会的生産力として規定されることになるのである。逢坂氏の場合，この
実現過程の媒介を考慮せずに，社会的生産力水準の変化を問題にしょうとさ
れたために潜在的「減価」という理論的には無内容な概念を設定されること
になったのである。
　かくて，生産手段価値の「減価」を社会的に告知するものは，それによっ
て生産された商品の市場価格の水準であり，それ故，市場利潤率の大きさな
のである。商品の費用価格を相対的に高め，市場利潤率を低下せしめるよう
な機械ば，「事実上の減価」をきたした資本として規定されるのであり，それ
故に，「過剰資本」に転化することになるのである。「減価」が潜在的に進行
しているか否かに関わらず，取得される市場利潤率の水準の如何によって資
本は過剰資本に転化することになるのである。潜在的「減価」の「堆i積」が
想定されえないとしても，恐慌によって市場価格が暴落すれぼ，旧来の生産
手段価値が「事実上の減価」を強制されることを明らかにすることができる
のである。生産力の発展の問題としては，恐慌は，既存の生産力を破棄し，
新たな生産力水準を確立するものとして作用するのであり，社会的生産力体
系の強制的変換を惹起するものである。
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　5）「過剰資本」の析出と「再生産の諸条件」
　A）「過剰資本」の「本来的」規定について
　逢坂氏の所説においては，「革新的資本群」における生産力の発展によっ
て惹起される既存資本の潜在的「減価」が「恐慌の積極的な動因」（［5コ
214頁）として作用するものとされているのであり，その恐慌の結果現象と
して「事実上の減価」＝「突然の暴力的な価値喪失」が生じるとされるので
あるが，その際，この二つの「減価」の間の「否定的媒介概念」（［5］179
頁）としての意味をもつとされているのが「過剰資本」である。既存資本の
潜在的「減価」が「革新的資本群」におけるヨリー層の生産力の発展によっ
て一定程度「累積」すれば，既存資本は「過剰資本」に転化するに至るので
あるが，その「過剰資本」の形成に続いてrr事実上の減価』，『価値破壊』が
起こる」（［5］211頁）ことになるとされるのである。即ち，そこでは，「過
剰資本」は，好況過程の終焉をもたらし，恐慌と過剰生産を必然化せしめる
ものとしての基軸的概念として設定されているのである。
　逢坂氏は，「本来的な資本過剰」の規定にとって「核心をなす問題の所在
は，『資本の絶対的過剰生産』の命題が示しているようなv部分とm部分と
の対立といった単なる所得範疇をめぐる問題にあるのではなく，生産力の発
展という長期的動態因が競争を通して資本それ自体の価値のうちに引き起こ
す変化（減価）の問題に帰着する」（［5］227頁）とされ，この「過剰資本」
の本来的規定のためには，「既成の論理に執らわれない清新な発想と分析視
角の大転換が必要不可欠」とされるのであるが，そのようなものとしての
「過剰資本」の本来的規定にとって「『充用労働力』から『資本価値』それ自
体の問題へという視角の旋回」が「必要不可欠な論理的要請」（〔5］207頁）
であるとされるのである。
　ここで，逢坂氏は，産業循環過程における諸資本の競争の結果として達成
される「長期的動態因」が，再び「競争を通して」資本価値の「減価」をも
たらすとされているのであるが，それは別としても，f過剰資本」の本来的規
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定を「資本価値」の問題として行なうことが「視角の旋回」を意味するもの
であると理解されていることは問題である。逢坂氏は，従来の「資本の絶対
的過剰生産」の規定は，「蓄積と賃金率との関係」を問題にしているのであ
り，その意味ではrr現在の価値』（V＋M）の範囲において妥当する法則」
であり，「一時的性格」のものであるとされ，これに反して，「本来的な資本
過剰」の規定とは，「蓄積を停滞に至らしめるばかりか，資本価値の破壊にま
で至らしめるような『過剥』の論理」におけるものであるとされるのであ
る。「本来的な資本過剰を規定するためには，「『現在の価値』（V＋M）の
内部に生じる変化の問題から，長期にわたって累積的に増大した『過去の価
値』を体現するC（不変資本）それ自体に目を転じ，その内部に起こる変化
（減価）の問題に注目」（［5］212頁）することが必要であるということなの
である。即ち，「過剰資本」の本来的規定とは「蓄積された資本価値」C（不
変資本）に関わる問題として理解されねぽならないということであり，それ
故，「累積した『過去の価値』C部分の価値変動を抜きにしたr溢泌資本』の
規定や利潤率の低下が到底考えられない」（［5］210頁）とされるのである。
逢坂氏は，この「過剰資本」の規定を「資本価値」に求めるということは，
「過剰資本」概念の「基本的意義とその本来的形態とを正当に認識するため
の，いわばコペルニクス的転回であった」（［5］207頁）とされ，「本来的な
資本過剰」の規定において，従来の「資本の絶対的過剰生産」の規定とは相
違する「分析視角の大転換が必要不可欠である」（［5］227頁）とされている
のである。（12｝
（12）構造論と動態論の関係を逆転したものとして理解されることから，生産力の発展と恐
　慌の関係を直結させようとされてしまうのである。「市場における短期的な動態や或は
　単純な市場機構では，思考の狭窄に陥りやすく，長期的観点からの重大な問題点が見失
　われてしまう。……恐慌の問題も，単なる市場関係や或は実現問題などと直ちに関連す
　るのではなく，むしろ長期的な発展過程のうちに内行ずる構造的変化と深く関連して
　いることが理解されねばならない。資本の「減価」問題とは，そうした意味で，生産力
　の発展の構造的変化を反映するものだ，といってよい。市場関係の単なる不均衡から起
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　ここで，過剰資本の規定を「資本価値」の視角において行なうということ
について，逢坂氏は，「コペルニクス的転回」を意味するとされるのである
が，本来，資本が資本として過剰であることを基本的に規定するものは当然
にも「資本価値」それ自体に関わる問題なのであり，資本としての機能であ
る価値増殖に関わる問題であり，マルクスによって提起された「資本の絶対
的過剰生産」の規定も「資本価値」に関わる問題として議論されていたので
ある。換言すれば，資本が資本として機能するということは，単に剰余価値
の生産が行なわれるということではなく，一定程度以上での剰余価値の生産
が行なわれなければならないということを含意しているのである。それは，
資本概念の規定の問題としては，資本の増殖率に還元されねぽならないとい
うことであり，利潤論における問題としては，一定程度以上における市場利
潤率の水準によって資本が規定されるものとされねばならないのである。
　ところで，マルクスは，「資本の過剰生産」，「資本の過剰蓄積」とは何かを
理解するためのものとして「資本の全般的過剰生産恐慌」を問題にしたので
あるが，それに関連して，次のように指摘している。
　「資本主義的生産の目的のための追加資本がゼロになれば，資本の絶対的
過剰生産があるわけであろう。だから，労働者人口に比べて資本が増大しす
ぎて，この人口が供給する絶対的労働時間も延長できないし相対的剰余労働
時間も拡張できないようになれば，つまり，増大した資本が増大する前と同
じかまたはそれよりも少ない剰余価値量しか生産しなくなれば，そこには資
本の絶対的な過剰生産が起きるであろう。即ち，増大した資本（C＋△C）
こる恐慌ではなく，本格的な恐慌は，つねに生産力の発展に関する大きな構造的変化を
内含しつつ，それが市場関係の動態を通して集中的に現われるものであろう」（185頁）。
恐慌が「長期的な発展過程のうちに内行ずる構造的変化」と関連しているということ
は，恐慌の形態変化に関わる問題である。それは，恐慌の結果として引き起こされてい
く諸事情であるにも関わらず，逢坂氏は，恐慌を惹起するものとされているのである。
そこでは，恐慌とは如何なる現象を問題にするものかということが問われねぽならな
いものといえよう。
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は，資本Cが△Cだけ増大する前に生産したよりも多くない利潤を，又はそ
れよりも少ない利潤をさえ生産するであろう。どちらの場創とも一般的利潤
率のひどい突然の低下が起きるであろうが，しかし今度は，低下を引き起こ
す資本構成の変動は，生産力の発展によるものではなく，可変資本の貨幣価
値の増大（賃金の上昇による）と，これに対応する必要労働に対する剰余労
働の割合の減少とによるものであろう」（Kap．3．280）。
　ここで，利潤追求のために蓄積は不可欠であるにもかかわらず，資本蓄積
が加速度的に行なわれるならばゼロの蓄積が強制されるような状況が発生す
るということであり，それは，剰余価値の生産量の絶対的減少によるもので
あるとされているのである。加速度的蓄積の過程において，労働力人口の不
足から「可変資本の貨幣価値の増大」＝「賃金の上昇」が急速に惹起される
ために「利潤率のひどい突然の低下」が起き，それが「利潤量の絶対的減少
を伴なう」（Kap．3．280）にいたるために，追加資本がゼロになり，蓄積の停
止という状況が生じるということであり，それが「資本の絶対的過剰生産」
とされる状況なのである。利潤率低下が「利潤量の絶対的減少」にまで及ぶ
ためにヨリ大なる価値増殖を実現するものとしての資本蓄積それ自体の停止
が強制されることになるのである。「利潤量の絶対的減少」という状況が惹
起されるならば，資本価値を維持し，増殖する運動が絶対的な障壁を画され
ることになるのである。
　この「資本の全般的過剰生産恐慌jの規定における問題は，「利潤率のひど
い突然の低下」＝「利潤量の絶対的減少」を伴なう利潤率の低下を惹起する
契機についてである。マルクスは，それを「賃金の上昇」であるとしたので
ある。しかし，「資本の絶対的過剰生産」の状況が賃金騰貴による利潤量の絶
対的減少によって惹起されるとする論定の方法は，r資本論』第1部第7編
の「資本蓄積論」における資本蓄積の運動の反転の契機の措定と同じ論理構
造におけるものである。そこでは，資本蓄積の問題が資本の増大と労働老と
の関係において一面的に考察される限りでは，労賃騰貴による搾取度の低下
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が資本蓄積の増：大運動を停止させ，転換させる契機とされたのである。その
場合の「賃金の上昇」とは，「労働者人口に比べて資本が増大しすぎている」
という特殊な状況＝「資本の過剰蓄積」の下において更なる資本蓄積が行な
われることによって惹起される「賃金の上昇」のことなのである。しかし，
利潤論の次元ではその契機はヨリ具体化される必要があるのである。
　「利潤率の傾向的低下の法則」を「競争の理論」として再構成しようとす
る場合，「資本の全般的過剰生産恐慌」を必然化せしめる契機を一面的に「賃
金の上昇」に求めることはむしろ誤りであり，それは，市場利潤率の低下を
惹起する諸要因に求められねばならないのである。
　かくて，マルクスの「資本の絶対的過剰生産」の規定は，逢坂氏の理解さ
れたように「充用労働力」の量それ自体に関わることではなく，加速度的蓄
積による労働力需要が異常に増大したことによって生じた賃金の急速な上昇
によって価値増殖そのものの大きさが影響されるにいたることとして問題に
されているのである。価値増殖率を基準にして資本の過剰が論じられている
ことこそがそこでは重要なのである。それ故，利潤論の次元において必要な
ことは資本が資本として過剰であると規定される基準を如何に設定するかと
いうことである。そのような基準として意味をもつのは，既に指摘したよう
に前期の産業循環の変動過程を通して確立された平均利潤率の水準である。
平均利潤率の大きさは，所与の生産力体系において資本としての機能の最低
限を示すものである。この平均利潤率の大きさを基準にして，市場価格に
よって規定される市場利潤率の水準の如何が資本を資本として，従って，過
剰資本として規定することになるのである。市場利潤率の水準が平均利潤率
以下であるのか，それ以上であるのかによってその資本が過剰として規定さ
れるのか否かということである。
　然るに，逢坂氏の場合，長期に亙って「蓄積された資本価値」が潜在的に
「減価」し，更に「累積」して行くとされ，そのような潜在的に「減価」し
た既存資本が一定の段階において剰余価値を生産しえなくなるのであるが，
一195一
196
そこに既存資本が「過剰資本」として規定される根拠があるとされているの
である。しかし，旧来の生産手段価値に潜在的「減価」が生じたとしても，
そのこと自体は資本の現実的価値増殖の大きさを反映する市場利潤率を低下
せしめる直接的な要因とはなりえないのである。旧来の生産手段によって生
産される商品の費用価格の大きさにその生産手段の価値「減価」が影響をも
つ限りにおいて「減価」と市場利潤率は関連しているということができるの
である。しかし，その場合の「減価」とは，潜在的なものではなく，「事実上
の減価」のことである。「減価」が潜在的に進行している限り，それは，他へ
の実体的影響をもちえないのである。
　逢坂氏においては，一方で生産力の発展を追及する「革新的資本群」が存
在する場合に，他方で生産力水準一定のままで生産を続ける「既存資本群」
が潜在的な「減価」を強制されるが故に一定の段階で既存資本が過剰資本へ
と転化するに至るものとされているのである。それは，単純化して言えば，
古い機械設備と新鋭の機械設備との直接的対比において，新鋭の機械設備が
増加すれば古い機械設備が，剰余価値を創造しえなくなるということであ
り，剰余価値生産を行ないえないということによって「過剰資本」として規
定されることになるのである。しかし，古い機械設備が「過剰資本」として
規定されるのは，それが潜在的に「減価」しているかどうか，或は，その潜
在的「減価」がどの程度「堆積」しているかということの問題ではなく，古
い機械設備によって生産される商品が市場において実現される価値増殖率
（＝市場利潤率）の大きさに関わるのである。それは，実際的には新鋭の機
械設備によって生産される商品における費用価格が減少していることの故に
古い機械設備はヨリ少ない価値増殖しか果たしえないということとして問題
とされねばならないのである。前者の商品の販売において平均利潤率以下の
市場利潤率しか取得できなければ，その古い機械設備は，資本として機能し
ていないということであり，それ故，過剰資本として規定されることになる
のである。これに対して，後者の場合は，1商品当りの費用価格を低下させ
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たことによって超過利潤を生みだすことができるのであり，その超過利潤に
よって市場利潤率の大きさを増大させ，平均利潤率以上の市場利潤率の取得
を可能にするのであり，そのことによってその新鋭の機械設備は資本として
の機能を果たしたことになるのであり，それ故，引き続き生産活動を行なう
ことができるのである。それ故，マルクスが過剰資本とは「利潤の低下を利
潤量の増大で償いえない資本」（Kap．3．279）であるとしていることも，市場
価格の下落によってもたらされる市場利潤率の低下を超過利潤を取得しえな
いことによってカバーしえないということである。それは，社会的生産力の
発展によってもたらされる一般的利潤率の低下を社会的総資本の増加で惹起
される一般的利潤の量の増大で償いえないということを指摘したものではな
いのである。
　かくて，逢坂氏は，「過剰資本」とは「もはや資本として機能しえない状態
にある全ての生産手段と商品資本や貨幣資：本を含み，従ってそれは，価値や
剰余価値をもはや生むことができない状態にある資本という意味で，いわば
r石女の資本』であり，端的にr遊休資本』のことに他ならない」（［5〕
327頁）とされるのである。（13）ここでは，いわゆる「資本の過多」と「過剰資
本」が同一視されているものといえよう。「資本の過多」とは，一つの事業を
標準的条件の下で営むために必要な個別資本の最小限＝「最低必要資本量」
（13）逢坂氏は，「過剰資本」の規定に関連して資本主義の「制度そのものを脅かす」ような
　本質的要因とは，「労働の側」にあるのではなく，「資本そのもののうちに」，「資本蓄積
　というr独立変数』それ自体のうちに内在する」のであり，r資本そのものが労働の社会
　的生産力の発展に対して自ら制限となり限界ともなる事態」（〔5］136頁）のことであ
　るとされている。即ち，第1部第7編が「資本蓄積過程における労働者階級の『運命』
　を論じた」のであり，第3部第3編第15章は，「資本主義的生産様式の主体をなす資
　本そのものの『運命』について」問題にしたものであるということである。しかし，資
　本蓄積論においても利潤率の傾向的低下の法則論においても問題にされていること
　は，資本主義的生産様式の歴史的傾向性についてであり，それを最も抽象的な規定にお
　いて論じることと，より具体的に論じることとにおいて相違しているのである。そこに
　は資本主義制度を脅かす本質的要因について変化があるということではない。
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を充足しえない資本のことである。それは，過剰生産や恐慌の問題と密接に
関わりあう資本の過剃とは概念的に区別されねばならないものである。資本
を資本として機能させることができるためには，一定量以上の資本の大きさ
が必要であり．，それ以下の大きさの資本は，それ自体としては現実資本とし
て機能しえないのであり，剰余価値を生産しえないのである。その意味で
は，そのような資本も社会的には過剰資本である。しかし，それは，いわば
構造的に析出されてくるものであり，ここでの資本の過剰のように資本蓄積
の動態過程に関わり，市場利潤率の水準の低下によって析出されてくるとい
うものではない。「資本の過多」は，具体的には「分散した諸資本の大群」，
「新たに形成される資本の若子」，「それ自身で独自の行動をする能力の無い
資本」のことであり，遊休資本として存在しているのである。
　ここで，資本が資本として規定されるのは，単に剰余価値を生産するとい
うことではなく，剰余価値を生産したとしても一定の率以上の剰余価値を生
産しなければならないということにおいてなのである。資本が剰余価値を生
産しえなくなることによって，従って，「石女の資本」に至って始めて過剰資
本として規定されるのではなく，剰余価値を一定量生産したとしても一定の
率以下で，従って，平均利潤率の水準以下でしか実現されえないということ
において過剰資本として規定されるのである。
　マルクスは，「一般的利潤率そのものは，ただ利潤の最低限界として現わ
れるだけで，現実の利潤率の経験的な，直接目に見える姿としては現われな
い」（Kap．3．402）としている。ここでの一般的利潤率が「利潤の最低限界」
であるということは，資本を資本として規定するものとしての市揚利潤率の
水準が一般的利潤率によって規定されているということであり，しかもその
ようなものとしての一般的利潤率は，「現実の利澗」＝市場利潤率とは相違
して，直接的に認識しえるものではなく，理念的に，産業循環の一周期の平
均において析出されうるものであるということである。それはともかく，マ
ルクスは，過剰資本とは，単に剰余価値，利潤を生まないということではな
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く，平均利潤率以下でしか利潤（市場利潤）を取得しえない資本であるとし
ているのである。その意味では，逢坂氏は，過剰資本を直接的生産過程の次
元で剰余価値を生むか生まないかにおいて規定されているのである。しか
し，過剰資本の規定は価値増殖率との関係において，剰余価値の生産にのみ
関わるのではなく，その実現の程度との関連において，従って，市場利潤率
の水準との関連においてなされねばならないのである。生産と流通の総体に
おいて資本を資本として規定することが必要なのであり，それ故，「過剰資
本」の規定を「資本価値」に求めるということも剰余価値を生産するか否か
ではなく，資本の価値増殖率の程度を問題にするということとして理解され
ねばならないのである。
　次いで，逢坂氏は，「過剰資本」とは，「深層で堆積するr減価資本』が資
本の本性に内在的な限界を超えた転倒的現象形態」（［5コ178頁）のことであ
るとされる。既存資本の潜在的「減価」が「過剰資本」として顕在化するの
は，ある一定の「限界」を越えて潜在的「減価」が「堆積」するからである
ということであるが，その際，次のように，ここで指摘されている「資本の
本性に内在的な限界」とは「再生産の諸条件」によって規定されるものであ
るとされる。
　「この過剰資本とは『資本の過剰蓄積以外のなにものでもない』のである
から，これこそは，加速的蓄積過程で革新的追加資本部分と既存資本部分と
の対抗を含みながら『増加』する総資本の価値量と利潤率の上昇傾向のうち
に，その深層で潜行する既存資本群のr減価』が，再生産の諸条件によって
画された限界を超えて堆積しながらも，しかし未だr事実上の減価』を蒙ら
ないまま最高度の既存価値としてr維持』されている一大部分の表層形態と
はいえないであろうか」（［5］177頁）。
　潜在的に進行する既存資本の「減価」が「再生産の諸条件」によって画さ
れた「限界」を越えたとき，新鋭の機械設備を導入しなかったが故に既存資
本が「過剰資本Jとして顕在化するということである。過剰資本とは，既存
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資本の潜在的「減価」が「限界」を越えて「堆積」されたもののことである
が，しかし，未だ「事実上の減価」を生じていない資本であるとされるので
ある。そこでは，潜在的「減価」の「堆積」には「限界」があるとされ，そ
の「限界」を越えて尚且つ「減価」の「堆積」が進行すると想定されている
ことが問題なのであり，更には，既存資本は，「過剰資本」に転化したとして
も「事実上の減価」を蒙らないとされていることも問題なのである。
　逢坂氏においては，既存資本の潜在的「減価」の「堆積」とは，「革新的資
本群」における生産力の発展の結果として惹起されるもののことであるとさ
れているのであり，そのような好況期に特徴的な「革新的資：本群」における
生産力の発展とは，資本蓄積部分において行なわれるものである。即ち，既
存資本の潜在的「減価」の「堆積」とは，生産力の発展を伴なう資本蓄積が
急速に行なわれるということを別の言葉で表現したものに他ならないのであ
る。それ故，既存資本の潜在的「減価」の「限界」を越えての「堆積」とさ
れていることは，資本蓄積の増大には「再生産の諸条件」によって画されて
いる越えることのできない「限界」が存するのであるが，現実的には資本
は，その無制限的価値増殖衝動の故に，その「限界」を越えて資本蓄積を強
行するということであり，その「限界」を越えて資本蓄積が行なわれること
が過剰蓄積であるが，その過剰蓄積という状況において既存資本が「過剰資
本」に転化するということなのである。
　かくて，本来の資本過剰規定とされることは，資本蓄積の増大が「再生産
の条件」によって画される「限界」を越えるならば，資本構成の高度化を伴
なう蓄積を行なわなかった既存資本が「失業」し，剰余価値を生産しえなく
なるということなのである。それ故，問題は「再生産の条件」を越えて資本
蓄積が行なわれるならぽ，既存資本といえども，なぜ，剰余価値の生産が不
可能になるのかということである。この点を明確にするためには，「再生産
の諸条件」が如何なる内容をもつものとして潜在的「減価」の「堆積」の
「限界」を劃することになるのかということを明らかにしなければならない
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のであり，資本構成の高度化を伴なって展開する加速度的蓄積を過剰蓄積と
して規定する基準は如何に設定されるのかということが問われねばならない
のである。「『過剰資本』の顕在化」の「『条件』を問う問題の解明にこそ再生
産論が必要不可欠」（［5］342頁）であるとされ，更に，rr過剰資本』を現実
化するに至らしめる社会的条件として，再生産論を位置付ける」（［5コ361～
2頁）とされる限りでは，そこでの「限界」は，一般的な，無内容なものでし
かないのである。「過剰資本」の「顕在化」の条件を解明しうるものとして，
再生産論の再構成が必要なのであり，「再生産の諸条件」の理論的規定が明
確にされねばならないのである。
　ところで，生産力が「限界」を越える程度にまで発展した場合，それ以上
の生産力の発展によって，既存資本は「過剰資本」に転化せしめられること
になるということが逢坂氏の主張なのである。その際，「限界」を画するもの
が「社会の消費力」であり，かかるものとして，「社会的容器」とされたので
ある。即ち，「社会的容器」そのものは生産力の発展によって増大する側面が
あるとはいえ，それ以上の速さで（資本構成が高度化するために），「商品総
量の増大」が進行するために，既存資本は，「社会的容器」から盗れ，剰余価
値を生産しえない資本に，従って，「過剰資本」に転化するものとされたので
ある。しかし，「限界」状況におけるヨリ大なる資本蓄積によって惹起される
のは，既存資本の「過剰資：本」への転化ということではない。その前に損失
の他への転化を巡る競争が媒介されねばならないのである。
　そこでは，損失の発生する状況が確定されておく必要があるのであり，そ
の損失の他への転化を巡って激烈な競争が展開されることになるのである。
そのような競争戦に敗れた資本が，過剰資本として整理され，淘汰されるの
である。逢坂氏においてはこの損失の他への転化を巡る競争の過程を媒介す
ることなく，無媒介的に既存資本の過剰資本への転化を論定されているので
ある。
一201一
202
　　　　　　　　　　　　　　　　引　用　文　献
〔1〕久留間鮫造r増補新版・恐慌論研究』大月書店，1965年。
〔2〕高須賀義博rマルクスの競争・恐慌観』岩波書店，1985年。
〔3〕高須賀義博rマルクス経済学研究』新評論，1979年。
〔4〕高須賀義博「循環的資本蓄積の基礎モデル」『経済研究』（一橋大）36－4，1985年。
〔5〕逢坂充『再生産と競争の理論一産業循環分析序論一』梓出版，1984年
〔6〕逢坂充「再生産と競争」r経済学史研究』（経済学史学会西南部会編）ミネルヴァ書
　　房，1973年。
〔7〕佐藤和則「恐慌・産業循環論の研究動向について」伊藤／桜井／山口
　　編『恐慌論の新展開』社会評論社，1985年。
〔8〕大内／桜井／山口編r資本論研究入門』東大出版会，1976年。
一202一
